
令和８年９月１日に開催されました、滝上町議会第６回定例会冒頭に行った

行政報告につきまして、皆様にお知らせいたします。

【熊本県の震災に関する町の対応について】

まず１点目は、７月28日に発生しました「令和８年熊本地震」におきまし

て、亡くなられた方々、ご遺族に哀悼の意を表するとともに、被災された方々

に心からお見舞いを申し上げます。

水道や電気などのライフラインが寸断し、酷暑の中、大変な避難生活が続い

ており、被災地の皆さまが一日も早く平穏な生活を取り戻されますことを心

から願っております。

日本赤十字社北海道支部滝上町分区では、７月31日から10月30日まで

の間、役場をはじめとしました、町内公共施設等５箇所にて、被災地の方々

の生活を支援するため、義援金の受付を開始いたしております。

また、本定例会にて、この熊本地震に関し、義援金予算を上程させていただ

き、可決いただきましたら、本町の取り組みとして、日本赤十字社北海道支

部滝上町分区を通して、災害義援金50万円を送金する予定といたしており

ます。

【農業における８月末現在の作況について】

２点目は、８月末現在の町内農作物の生育及び収穫状況についてであります。

まず、畑作物のうち、小麦の状況でありますが、融雪が早く、４月から好天

に恵まれたものの、平年よりも気温が低く経過し、６月の出穂（しゅっすい）

以降、特に下旬は、平年よりも気温が低く経過したため、生育は平年並（乳

熟期6/25（平年±０日））となりました。また、倒伏の発生は少ない状態で

収穫を迎えました。

収穫作業は、近年、平年より早くなっている状況でありますが、本年は、昨

年より５日遅い７月18日から始まり、平年並みの８月１日に完了し、粗原

収量は、11.5俵となっております。



現在、製品の乾燥・調整を行っているところでありますが、推定製品収量は、

昨年を上回る9.7 俵の収量が見込まれています。

てん菜についても、春先は低温少雨の影響により、生育が停滞気味で推移し

ましたが、その後は適度な降雨と気温により順調に経過していました。７月

下旬以降、高温・少雨傾向が続いていることから、根部肥大（こんぶひだい）

の状況は緩慢な状態です。現在のところ褐斑病や害虫の発生も見られないこ

とから、今後の根部肥大と糖分蓄積に期待しております。

また、大豆は、播種後に適度な降雨と気温により出芽は良好な状態でのスタ

ートとなりました。その後も好天と適度な降雨により順調に生育しておりま

す。着莢数（ちゃっきょうすう）についても他地域と比べ遜色ない状況とな

っています。

その他の畑作物に関しましても、低温少雨の影響を受けたものの、ほぼ平年

並みの生育状況となっておりますが、ハッカについては、全体的に草丈が低

く、収穫作業が心配されるところです。そのハッカは、８月下旬から刈り取

りがはじまり、９月20日頃に蒸留予定となっております。紫蘇については

低温少雨の影響を受け、全体的には、平年を下回る生育状況となっており、

９月上旬から収穫が予定され、９月末の蒸留予定となっております。

一方、飼料作物についてでありますが、１番牧草は、収穫作業は順調に終了

したものの、低温少雨の影響を受け、平年をやや下回る収量となりました。

しかし、２番牧草は、７月下旬より収穫作業が始まっておりますが、一番牧

草収穫後の高温と適度な降雨により、平年をやや上回る収量が予想されてい

ます。

デントコーンは、播種後の低温少雨により、圃場により生育状況の違いはあ

りますが、その後の天候の回復により、平年並みか、それ以上の収量が予想

され、９月中旬から収穫作業を予定しているところとなります。



【林業における町有林の整備状況と森林環境譲与税の活用について】

３点目は、町有林の整備状況と森林環境譲与税の活用についてであります。

令和７年度の町有林事業の実績でありますが、伐期を迎えた人工林の皆伐事

業、下刈り・間伐等の保育事業を中心に129.72ha、事業費にして8,214

万円ほど事業を実施いたしました。本年度におきましても昨年同様の事業を

展開しており、８月末現在、概ね40％の進捗率となっております。今後、

秋以降の事業としましては、皆伐事業６小班のほか、間伐等の保育事業６小

班、皆伐を終えた山林の人工造林事業８小班を見込んでおります。

町有林の素材売り払いに関しまして、昨年度より、素材の品質向上及び速や

かな地域への素材提供要望への対応を可能とするため、森林組合に町有林材

の売払い業務を委託することができることとし、委託契約を結び、８月末現

在4,005.157㎥（立法メートル）3,582 万円分の委託販売を実施いたし

ました。

これにより、伐採後、適時に入札、素材提供がなされており、また、森林組

合の自主財源確保の意味合いも兼ねていることから円滑な連携が図られて

いるものと考えます。

森林環境譲与税に関しましては、令和７年度実績で、町民の皆さまに納めて

いただきました「森林環境税」95万 9,255円、国から間伐等の「森林の整

備の促進に関する施策」と人材育成・担い手確保、木材利用の促進や普及啓

発等の「森林の整備の促進に関する施策」のために交付されます「森林環境

譲与税」が4,245万９千円となりました。

令和７年度においては、「森林環境譲与税」及び「森林環境譲与税基金」から

の繰入金、あわせて5,185 万９千円を７事業に充当し、林業・木材産業の

振興に対して効率的な運用を図りました。

本年度においても、「森林環境譲与税」4,000万円及び「森林環境譲与税基

金」からの繰入金800万円を見込み、木質資源地産地消促進事業など、５

事業に充当する見込みとなっております。



【広域ごみ処理事業について】

４点目は、ごみ処理の状況と広域処理に係る各施設の状況等についてであ

ります。

本町では、平成10年 12月に容器包装リサイクル法に基づく資源分別収集

を開始して以来、ごみの分別と減量化に取り組んで参りました。

近年のごみ収集量は、令和５年度が約 762 トン、令和６年度が約 691ト

ン、令和７年度が約694トンとなっております。人口減少も排出量減少の

一因ですが、町民の皆さまの高い分別意識や再資源化への姿勢が着実に定着

してきた結果であると受け止めており、今後も持続可能なごみ処理体制を維

持するため、引き続きご理解とご協力をお願いいたします。

また、広域ごみ処理につきましては、３つの施設を利用しております。ま

ず「西紋別地区広域ごみ処理センター」の負担金は、令和５年度が 4,281

万 4千円、令和６年度が4,524万 5千円、令和７年度が4,582万円と微

増傾向にあります。 一方、ごみ受入量は、広域５市町村全体で令和５年度の

約6,711トンから令和７年度の約6,394トンへと約317トン減少しまし

た。このうち本町からの搬入量も、令和５年度の約538トンから令和７年

度の約500トンへと、２年間で約38トン、約７％減少し、減量化が着実

に進んでおります。 なお、月別傾向として、引っ越しや清掃活動が活発な５

月〜10月に可燃ごみが多く、春・秋の片付け時期に不燃・粗大ごみが集中

する傾向が見られます。

次に、「紋別市リサイクルセンター」につきましては、本町からの搬出量は

年間 53トン～56トン程度で推移しており、負担金は令和５年度 637万

6千円、令和６年度728万 4千円、令和７年度738万円となっておりま

す。

最後に、「紋別市アクアセンター（し尿処理）」は令和３年度より運用を開

始しており、令和５年度から令和７年度までの負担金は、毎年 723 万

3,363円と同額で推移しております。

ごみ排出量の減量により処分場の延命化が進む一方、社会情勢に伴う運営



コストの上昇が大きな課題となっており、今後も広域連携を密にし、効率的

な維持管理とさらなる資源化・減量化の推進に努めてまいります。

【診療所まつりについて】

５点目は、９月26日に開催します「診療所まつり」についてであります。

このイベントは、国民健康保険診療所の移転１周年を記念して開催するもの

で、町民の皆さまに診療所や医療をより身近に感じていただくとともに、健

康、救急、医薬品及び介護に関する理解を深め、子どもから高齢者まで幅広

い町民が楽しみながら学ぶことのできる場を通じて、地域住民と診療所との

交流促進を図ることを目的としております。

当日は、看護師による健康チェック・健康相談や薬剤師によるお薬相談のほ

か、手稲いなずみ病院医師による消化器疾患の講演、また、子どもも楽しめ

るユニホーム試着コーナーやクイズコーナーも設け、さらには、町内飲食店

の協力により来場者同士の交流に花を添えていただく予定であります。

【10月からのバス路線変更について】

最後は、10月からのバス路線変更についてであります。

公共交通の見直しに向けた取り組みとして、令和７年２月に「滝上町地域公

共交通計画」を策定し、老人クラブや町内会、図書館のコミュニティーカフ

ェなどを通じて、幅広い年代の町民から意見を集約いたしました。特に要望

の多かった「公営住宅周辺」や「スーパー・コンビニ付近」へのバス停留所

設置、並びに運行時間帯の見直しについて検討を重ねて参りました。

これらの意見を反映し、令和８年４月から、バス停留所の新設・廃止・移転、

フリー降車区間の設定、運賃の均一化などを含む実証運行を実施、さらには、

アンケート調査や乗降調査を通じて町民ニーズの検証を行いました。

その検証結果を踏まえ、本年10月からは、運賃の全区間200円統一、公



営住宅周辺でのフリー降車区間の設定、スーパー・コンビニ付近へのバス停

留所新設、運行時間帯の見直しにより、16箇所のバス停を増やし、より利

便性が高く町民の生活実態に即した路線・ダイヤ・運賃体系への本格移行を

行う予定であります。

なお、公共交通の運行は町の補助金を活用して維持しているため、事業期間

中の収支報告や路線バス補助金の実績を基に利用者数や収支、公的負担額に

ついて数値目標による評価を実施し、町の財政負担を圧迫させない運営に努

めて参ります。

以上、私からの行政報告とさせていただきます。


